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とえば D.1. Okimoto， T. Sugano and F. B. Weinstein (edsよ CompetitiveEdge， Stanford 































、6) r半導体産業と関漣材料JIi'財界観測』野村総合研究所， 19S4年6月号j 73ペー ジ。






































































































































































































































































三星(三半星導電体子通〉信 1983 米Rマイグロン"7:"クノロジ一社よプり64K，M256K D 
AMのマMスAMをグ設開の製計発品を，技シをャー より CMOS技術と16KSR 術導入
1983. 12 64KDRA 













215M614D R 2s RORMAMtMを自を主自主開主開発開発発1986 
1986. 12 
1987. 3 215M6KR S OR MAのM韓の国量I産B開M始への供給開始1987. 5 
1987. 7 64KE PROMの量産開始
現代電子産業 1984. 1 英インモスより256KDRAM技術を導入
1985. 3 米TIよドり64KDRAM技術及び256KDRAMの
ファン リーを導入
1985 術米1Mバを導D イテリッグより DARAM及びSRAM製造技
1986 入RAMを開発





1988 I A S 1 Cを 的に外販(ザイモスの技術に基づく〉
共同開発 1985. 4 
所導三電子開ソ体子通始」星ウ半共信関へノをレ設大連導研同毛置業研体究界，所究文組金，13教社合星4Mj半省が導共Dを特設後同R援立，でA超現M によ り「半導体共同研究1986. 4 LSI開発のため「半
1988. 2 代を試電作子，の930社年中と国に量立産電
(出所} Ii日本経済新聞Jj， Ii日経産業新聞Jj，プレスジャー ナル調査部IiVLSI Report SPECIAL 
SURVEY VI 1988変貌する半導体産業』、プレスジャー ナル， 1987年.109ペー ジ，表13
などより作成































1977年3月 IS 1 A C米半導体工業会)結成
4月 IJ.サンダース・ AMD社長， S 1 Aを代表して福田首相に陳情
6月 ISIA加盟社首脳，ストラウス大統領通商交渉特別代表に陳情
7月 IS 1 A，通産省に福田首相が約束した調査の回答を求める
1978年6月|東京ラウンドにおいて両国の半導体 C1 C)関税の80年からの段階的引
き下げ決まる
12月 1:米1TC C国際貿易委員会)， 欧米と日本の半導体産業の構造調査に乗
り出すことを決める
1979年5月 米1TC，サンフランシスコで半導体に関する公聴会開催















S 1 A，マクドナルド通商代表部 CUS TR)次席代表に64KDRAM
の輸入規制を申し入れ
米司法省， 日本半導体メーカー6社を価格の高値誘導の疑いで調査開始
S 1 A， r世界半導体市場における日本の産業育成政策」と題する報告
書発表













S 1 A， 日本の半導体貿易を不公正としてUSTRに提訴



































































日米同盟下の両国半導体競争 (89) 89 
しに拒否表明
5月|おト理事会，日本の半導体価格監視についてのパネル「クロ」裁定を
E 1 A J，外国製半導体の日本市場参入促進目的で「外国系半導体ユー
ザー協議会」を設立







































































































































































































ワークステーション CWS)用MPUの受託生産7 1987. サン・マイクロシス
テムス






























米国企業間提携 |提携年月| 提携内容 ATT ウエスタン 1987. 9 半導体の生産，技術
-デジタノレ 開発などで広範に提
IBM インテノレ 1986. 10 C乱10Sゲートアレ 携
イ及び関連技術で長
期技術交換・共同開 GE IBM 1987. 12 ASICの共同開発
発協定を締結 インテノレ マイグロン 198. 3 マイクロン社製DR
TI リニア・テ 1987. 3 IC部門で技術提携 -テクノロ AMをインテノレの商
グノロジー リニア ICの国際競 シー 標で販売
争力強化をねらう シーグ・テ NS 198. 5 フラッシュ型1C 
モトローラ NS 1987. 4 超LSI包装で提携 グノロジー CEPROM， EE 
新技術の普及をねら PROM)の製造販
フ 売で提携
NS ラティス・セ 1987. 5 高速度MOS型半導
日本企業間提携 |提携年月| 提携内容ミコンダクタ 体の共同開発・製造
TI インテノレ 1987. 7 ASIC分野で総合 日立製作所 1986. 10 TRON仕様32ピッ
的に提携(共同開発 トMPUの共同開発
など〉国際標準化を 三菱電機 1987. 5 CGマイグログノレー
めざす プ)， 88年12月から




































































































































23) 防衛庁は当初， FSXを自主開発する計画であったが， 日本航空・宇宙〈軍事〉産業の台頭を
恐れた米国政府が高圧的に介入することで日本側は譲歩するにいたり， 87年10月，既存のF16を
ベースに改良を加える日米共同開発プロジ三クトにすることが決まった。
日米同盟下の両国半導体競争 (99) 99 
アメリカーナ」の崩壊は当分の間日程にのぼることはないだろう o 日本は同体
制を支える重要な柱となり，その役割はますます高まっていくことになろう。
このことは，同時に日本の軍事化の高まりをも意味するため，平和国家を望む
国民やアジア近隣諸国との間で摩擦を増大させることも十分予想されるo
(1988年8月23日〉
